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平成２５年度最上町財務諸表について 

 

 

１．新地方公会計制度について 

新地方公会計制度においては、基準モデルと総務省方式改訂モデルがあり、当町では決算統計のデ

ータを基本に整備を進める意味から、総務省方式改訂モデルによるものとします。新地方公会計制度

は、自治体の会計手法をより企業会計の考えに近づけることを主眼とし、コスト情報を評価や予算編

成に反映させやすくなると考えられます。 

 

整備される財務諸表は以下の通りです。 

① 貸借対照表（バランスシート） 

…借方に資産。貸方に負債と純資産を計上し、貸方に係る資金調達がどのような形で資産形 

成（借方）につながっているのかが表わされています。 

② 行政コスト計算書 

…資産形成につながらない費用が計上されます。行政コストを経常収益で賄って尚不足する 

額は、純資産変動計算書に計上される一般財源や補助金で賄われます。 

③ 純資産変動計算書 

…貸借対照表貸方の純資産における一年間の動きを表しています。 

④ 資金収支計算書 

…貸借対照表借方の流動資産における現金の一年間の動きを表しています。 

 

 新地方公会計制度は、団体資産の多くを占める公共資産の評価をより時価に近づけながら、売却が

可能な資産を抽出することも求めています。 

 そのためには、公共資産の台帳整備に統一した視点と適切な評価が求められるところであり、財務

諸表を精緻化するためにはその作業を急がなければならないと言えます。 

 

 

２．貸借対照表（バランスシート）について 

 行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書は全て貸借対照表に反映しており、貸借対

照表は財務諸表の集積と言えます。 

 

【資産】 

バランスシートの左側「借方」に計上されるのが資産です。資産は一会計年度を越えて、最上町の

経営資源として用いられるものを言います。言い換えれば､将来にわたり公共サービスを提供すること 

が出来る価値、すなわち次世代が受けることのできるサービスの価値であると言えます。これには、

道路、公園、町営住宅、学校などの資産のほか、投資・出資、基金などが計上されています。 

 このうち有形固定資産は､主に道路、公園、学校などの固定資産のことを言います。自治体の予算書、

決算書等と同様に目的別に記載されており、土地以外は一定の基準で減価償却を行った上で計上して

います。 

 

【負債】 

負債は、将来において支払や返済の必要があるものを言います。固定負債と流動負債に分かれます
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が、一年以内に支払の期限が到来するものを流動負債、それ以外を固定負債としています。つまり、

地方債（借金）のうち一年以内に償還期限が来るもの（次年度の元金償還額）は流動負債、それ以外

は固定負債になります。 

退職手当引当金は、年度末に職員全員が普通退職したと仮定した場合の支給額を計上しています。 

 

【純資産】 

営利活動を目的としない地方公共団体には、民間企業の「資本」に当たる概念はないので「純資産」

という名称を用いています。 

これは、バランスシートの借方（左側）に計上されている資産のうち、町民から支払われた税金や

国、県からの補助金を財源としていて既に取得している金額、つまり資産のうち地方債（借金）以外

で既に取得している金額を指します。 

 

【普通会計バランスシートから】 

平成２５年度末現在のバランスシートでは、資産合計が 252億 4,641万円、負債合計 64億 1,073万

円、純資産合計 188億 3,568万円となっています。 

有形固定資産のうち行政目的別の割合をみると、土木費である生活インフラ・国土保全費が 42.7%、

教育費が 33.0%、農林水産業費・商工費・労働費である産業振興費 9.8%、民生費である福祉費 7.0%

となっています。 

つまり学校施設、道路、公園施設等で 7割強を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一般会計の資産形成度に係る指標】 

《歳入額対資本比率》 

 平成２５年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストッ

クとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、最上町の資産形成の度合いを測る指標です。 

 歳入額対資産比率＝資産合計／歳入総額 

    25,246,405千円（資産合計）／6,921,139千円（歳入総額）＝3.6年 

 

借方 貸方

純資産 18,835

流動負債 448

固定負債 5,963

流動資産 1,240

投資等 2,120 

有形固定資産 21,886

平成２５年度

内訳

公共資産整備

国・県補助金 5,104

公共資産整備

一般財源等 16,902

その他一般財源等 △3,221

資産評価額 50

（単位：千円、％）

有形固定資産等内訳 資産額 割合

生活インフラ・国土保全 9,339,659 42.7

教育 7,221,830 33.0

福祉 1,526,283 7.0

環境衛生 23,353 0.1

産業振興 2,152,815 9.8

消防 98,619 0.5

総務 1,523,276 7.0

計 21,885,835 100.0
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《資産老朽化比率》 

 有形固定資産のうち、償却資産の取得に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用

年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握する指標です。 

 資産老朽化比率＝減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

   23,203,236千円（減価償却累計額）／｛21,834,360千円（有形固定資産）－3,613,298千円 

   （土地）＋23,203,236千円（減価償却累計額）｝＝56.0％ 

 

【一般会計の世代間公平性に係る指標】 

《純資産比率》 

 地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。したがって、

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味します。例えば、純

資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で、

将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、純資産の増加は、現世代が自らの負担によって

将来世代も利用可能な資源を蓄積したものと言えます。 

 純資産比率＝純資産総額／資産総額 

   18,835,676千円（純資産総額）／25,246,405千円（資産総額）＝74.6％ 

 

《社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）》 

 社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）

をみることにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握する指標です。 

 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）＝（地方債残高＋未払金）／（公共資産＋

投資等） 

   2,865,120千円（地方債残高）／｛21,885,835千円（公共資産）＋1,605,426千円（投資等）｝ 

                                        ＝12.2％ 

 

【一般会計バランスシートの特徴点・変更点】 

（１） 総務省が示すバランスシートの様式は、昭和４４年以降の決算統計データを使用するため、そ

れ以前に整備された有形固定資産が計上されません。これは総務省方式、総務省方式改訂モデ

ルにおいて変わりません。 

（２） 従来の総務省方式は、県や他団体に対する補助金、負担金を計上していませんでしたが、改訂

モデルでは注記として、貸借対照表下段に記載されます。また、将来負担の情報も注記として

貸借対照表下段に記載され、地方公共団体財政健全化法の数値が採用されます。 

（３） 取得原価主義を採っているため、現状価格とは離れている面があり、総務省は資産評価を通じ

てその精緻化に努めることを要請しています。 

（４） 退職手当組合積立金については、改訂モデルにおいて地方公共団体財政健全化法に基づく算定 

に変更となり、負担と給付差額がマイナスとなる団体を除いて計算することとなり、総務省方

式より金額が増すこととなりました。 

（５） 最後に、町民一人当たりのバランスシートです｡(人口 9,590人)     
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資産・負債額 町民一人 比率

資産の部 １有形固定資産 21,885,835 2,282 86.7

　（１）生活インフラ・国土保全 9,339,659 974 37.0

　（２）教育 7,221,830 753 28.6

　（３）福祉 1,526,283 159 6.0

　（４）環境衛生 23,353 2 0.1

　（５）産業振興 2,152,815 224 9.8

　（６）消防 98,619 10 0.4

　（７）総務 1,523,276 159 6.0

２投資等 2,120,255 221 8.4

　（１）投資及び出資金 1,412,749 147 5.6

　（２）貸付金 60,912 6 0.2

　（３）基金等 635,425 66 2.5

　（４）長期延滞債権 40,083 4 0.2

  （５）回収不能見込額 △ 28,914 △ 3 △ 0.1

３流動資産 1,240,315 129 4.9

　（１）現金預金 1,234,644 129 4.9

　　①財政調整基金 802,704 84 3.2

　　②減債基金 215,750 22 0.9

　　③歳計現金 216,190 23 0.9

　（２）未収金 18,191 2 0.1

　（３）回収不能見込額 △ 12,520 △ 1 0.0

資産合計 25,246,405 2,633 100.0

負債の部 １固定負債 5,963,100 622 23.6

　（１）地方債 5,026,354 524 19.9

　（２）長期未払金 12,251 1 0.0

　（３）退職手当引当金 924,495 96 3.7

２流動負債 447,629 47 1.8

　（１）翌年度償還予定地方債 386,916 40 1.5

　（２）未払金 6,892 1 0.0

　（３）賞与引当金 53,821 6 0.2

負債合計 6,410,729 668 25.4

純資産の部 １国県補助金等 5,104,115 532 20.2

２公共資産等整備一般財源等 16,902,319 1,762 66.9

３その他一般財源等 △ 3,220,685 △ 336 △ 12.8

４資産評価差額 49,927 5 0.2

純資産合計 18,835,676 1,964 74.6

負債・純資産合計 25,246,405 2,633 100.0

（単位：千円、％）

 

 

３．行政コスト計算書について 

 行政コスト計算書とは、行政サービスを提供するのに伴って発生した一年間の費用（行政コスト）

とそれに充てられる収入の状況を表したものです。 

 貸借対照表（バランスシート）では、資産の形成につながる費用が累積計上されているのに対し、

行政コスト計算書では、当該年度（単年度）中に資産の形成以外に使われた費用が計上されています。

また、収入については、経常収益（使用料・手数料、分担金・負担金・寄付金）のみとすることで、

受益者負担を意識したものとなっています。 
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金額 構成比

人 件 費 967,695 19.2

物 件 費 2,054,566 40.7

移 転 支 出 1,950,921 38.6

業務関連費用 79,405 1.6

合　　計 5,052,587 100.0

（単位：千円,％）

H25性質別行政コスト

人件費

19.2%

物件費

40.7%

移転支出

38.6%

業務関連

費用

1.6%

Ｈ２５性質別行政コスト

行政コスト計算書と貸借対照表（バランスシート）の関係図
財務諸表

資産形成のための支出2,606,855千円

資産形成以外の支出4,091,220千円

貸借対照表（バランスシート）からの繰入等955,256千円の内容は以下の通りです。

　　繰入

　　　・退職手当引当金繰入等　14,060千円

　　　・賞与引当金繰入等　53,821千円

　　コストとして認識

　　　・資産の当年度目減り額（当年度減価償却額）　867,565千円

　　　・前年度からの回収不能見込額増減額＋不納欠損額　19,810千円

－ ＝

官庁会計

歳入（収入）

6,914,265千円

歳出（支出）

6,698,075千円

差引

216,190千円

バランスシート

歳計現金 216,190千円

行政コスト計算書

経常行政コスト 5,052,587千円

バランスシートからの繰入額

955,256千円

翌年度へ繰越

－ ＝

 

【一般会計の効率性に係る指標】 

《住民一人当たり行政コスト》 

 行政コスト計算書で算出される「純経常行政コスト」を人口で割り返し、住民一人当たり「純経常

行政コスト」とすることにより、地方公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定する指標です。 

 住民一人当たり行政コスト＝純経常行政コスト／住民基本台帳人口 

   4,779,174千円（純経常行政コスト）／9,590人（住民基本台帳人口）＝498千円 

 

《性質別行政コスト》 

 行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストが把握できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《住民一人当たり人件費・物件費等》 

  

発生主義で計上した人件費・物件費等の額を住民一人当たり人件費・物件費等とすることにより、

地方公共団体の経常的な行政活動に係る効率性を測定することができます。 

 住民一人当たり人件費・物件費等＝人件費・物件費等／住民基本台帳人口 

  ｛967,695千円（人件費）＋2,054,566千円（物件費等）｝／9,590人（住民基本台帳人口） 

＝315千円 
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金額 構成比

生活インフラ・国土保全 669,926 13.5

教 育 808,290 16.2

福 祉 1,267,772 25.5

環 境 衛 生 642,957 12.9

産 業 振 興 624,294 12.5

消 防 202,182 4.1

総 務 673,158 13.5

議 会 86,383 1.7

合　　計 4,974,962 100.0

（単位：千円,％）

H25目的別行政コスト

生活インフラ

国土保全

13.5%

教育

16.2%

福祉

25.5%
環境衛生

12.9%

産業振興

12.5%

消防

4.1%

総務

13.5%

議会

1.7%

Ｈ２５目的別行政コスト

《目的別行政コスト》 

 行政コスト計算書では、性質別行政コストのほか、目的別の行政コストが把握できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《行政コスト対公共資産比率》 

 行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提

供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することができます。 

 行政コスト対公共資産比率＝経常費用（経常行政コスト）／公共資産 

   5,052,587千円｛経常費用（経常行政コスト）｝／21,885,835千円（公共資産）＝23.1％ 

 

【一般会計の弾力性に係る指標】 

《行政コスト対税収等比率》 

 税収等の一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、当該年度の税収等のう

ち、どれだけ資産形成の伴わない純経常行政コストに費消されたのかが分かります。この比率が 100％

に近づくほど資産形成の余裕度が低いと言え、更に 100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩

されたことを表します。 

 行政コスト対税収等比率＝純経常行政コスト／税収等 

   4,779,174千円（純経常行政コスト）／税収等［一般財源｛794,952千円（地方税）＋2,886,272

千円（地方交付税）＋620,775 千円（その他行政コスト充当財源）｝＋726,184 千円（補助金等

受入）＋867,565千円（減価償却による財源増）＋193,100千円（臨時財政対策債）］＝78.5％ 

 

【一般会計の自律性に係る指標】 

《受益者負担の割合》 

 行政コスト計算書の「経常収益」は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額で

あるため、これを「経常費用（経常行政コスト）」と比較することにより、行政サービスの提 

供に対する受益者負担の割合を算出することができます。 

 受益者負担の割合＝経常収益／経常費用（経常行政コスト） 

   273,413千円（経常収益）／5,052,587千円｛経常費用（経常行政コスト）｝＝5.4％ 
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事
業
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業
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業
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道
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業
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槽
事
業

資

本

金

等

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 10,000 10,000 ― ― ―

出

資

割

合

・

経

費

負

担

割

合 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 50.00 100.00 12.61 2.19 0.92

※出資団体については、50％以上の出資割合であることから、全部連結を、一部事務組合等は負担割合によって連結しています。

連結対象会計及び経費負担割合等

（
区

分

）
会

計

・

法

人

等

名

称

（単位：千円〃％）

赤
倉
温
泉
リ
フ
ト
株
式
会
社

山
形
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

一
般
会
計

出資団体公営事業会計

地方公営企業

国
民
健
康
保
険
事
業

老
人
保
健
事
業

後
期
高
齢
者
医
療
事
業

（
株

）
最
上
町
地
域
振
興
公
社

一部事務組合・広域連合

最
上
広
域
市
町
村
圏
事
務
組
合

山
形
県
消
防
補
償
等
組
合

介
護
保
険
事
業

４．連結財務諸表の作成について 

 「１．新地方公会計制度について」において述べた通り、当町では、平成２１年度に普通会計に係

る財務諸表の整備・公表を行い、平成２２年度においては、普通会計に加え、特別会計、一部事務組

合等の関係団体、そして出資している第三セクター等とも連結した上で、財務諸表の整備・公表を行

いました。平成２５年度においても財務諸表の整備・公表を行い、「地方公共団体における行政改革の

更なる推進のための指針」による新地方公会計整備の要請に応えて行くものです。 

そのことにより、地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つ

の行政サービス実施主体とみなした財務状況が明らかとなります。 

連結対象団体等については以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．連結貸借対照表（バランスシート）について 

  

【連結会計バランスシートから】 

平成２５年度末現在のバランスシートでは、資産合計が 385 億 4,784 万円、負債合計 128 億 6,576

万円、純資産合計 256億 8,208万円となっています。 

有形固定資産のうち行政目的別の割合をみると、土木費である生活インフラ・国土保全費が 41.5%、

教育費が 21.5%、農林水産業費・商工費・労働費である産業振興費 6.5%、民生費である福祉費 4.5%

となっています。 

つまり道路、公園、学校施設、病院施設、下水道施設等で 7割を占めています。 
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借方 貸方

純資産 25,682

流動負債 931
固定負債 11,935

流動資産 2,429

投資等 2,437

有形固定資産 33,682

平成２５年度

内訳

公共資産整備

国・県補助金 8,126

公共資産整備

一般財源等 19,908

その他一般財源等 △2,404

資産評価額 52

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連結会計の資産形成度に係る指標】 

《歳入額対資本比率》 

 平成２５年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストッ

クとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、最上町に係る連結団体の資産形成度合いを測

る指標です。 

 歳入額対資産比率＝資産合計／歳入総額 

    38,547,839千円（資産合計）／13,522,000千円（歳入総額）＝2.9年 

  

【連結会計の世代間公平性に係る指標】 

《純資産比率》 

 最上町及び一部事務組合等は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。

したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味します。

例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受

する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、純資産の増加は、現世代が自らの

負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したものと言えます。 

 純資産比率＝純資産総額／資産総額 

   25,682,084千円（純資産総額）／38,547,839千円（資産総額）＝66.6％ 

 

《社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）》 

 社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）

をみることにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握する指標です。 

 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）＝（地方債残高＋未払金）／（公共資産＋

投資等） 

  8,563,630千円（地方債残高）／｛33,681,724千円（公共資産）＋1,644,897千円（投資等）｝ 

                                        ＝24.2％ 

（単位：千円、％）

有形固定資産等内訳 資産額 割合

生活インフラ・国土保全 13,971,193 41.5

教育 7,230,995 21.5

福祉 1,526,283 4.5

環境衛生 6,650,060 19.7

産業振興 2,175,569 6.5

消防 261,540 0.8

総務 1,866,084 5.5

計 33,681,724 100.0
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資産・負債額 町民一人 比率

資産の部 １有形固定資産等 33,681,724 3,512 87.4

　（１）生活インフラ・国土保全 13,971,193 1,457 36.2

　（２）教育 7,230,995 754 18.8

　（３）福祉 1,526,283 159 4.0

　（４）環境衛生 6,650,060 693 17.3

　（５）産業振興 2,175,569 227 9.8

　（６）消防 261,540 27 0.7

　（７）総務 1,866,084 195 4.8

２投資等 2,437,160 254 6.3

　（１）投資及び出資金 1,398,701 146 3.6

　（２）貸付金 60,912 6 0.2

　（３）基金等 917,142 96 2.4

　（４）長期延滞債権 125,040 13 0.3

  （５）回収不能見込額 △ 66,504 △ 7 △ 0.2

  （６）その他 1,869 0 0.0

３流動資産 2,428,955 253 6.3

　（１）現金預金 2,250,767 235 5.8

　（２）未収金 189,870 20 0.5

　（３）回収不能見込額 △ 16,475 △ 2 0.0

　（４）その他 4,793 0 0.0

資産合計 38,547,839 4,020 100.0

負債の部 １固定負債 11,935,259 1,245 31.0

　（１）地方債 10,340,753 1,078 26.8

　（２）長期未払金 12,251 1 0.0

　（３）退職手当引当金 1,582,255 165 4.1

２流動負債 930,496 97 2.4

　（１）翌年度償還予定地方債 775,026 81 2.0

　（２）未払金 60,360 6 0.2

　（３）賞与引当金 92,061 10 0.2

　（４）その他 3,049 0 0.0

負債合計 12,865,755 1,342 33.4

純資産の部 １国県補助金等 8,125,434 847 21.1

２公共資産等整備一般財源等 19,908,140 2,076 51.6

３その他一般財源等 △ 2,403,769 △ 251 △ 6.2

４資産評価差額 52,279 5 0.1

純資産合計 25,682,084 2,678 66.6

負債・純資産合計 38,547,839 4,020 100.0

（単位：千円、％）

 

連結会計における、町民一人当たりのバランスシートです｡(人口 9,590人) 

 

６．連結行政コスト計算書について 

  

【連結会計の効率性に係る指標】 

《住民一人当たり行政コスト》 

 行政コスト計算書で算出される「純経常行政コスト」を人口で割り返し、住民一人当たり「純経常

行政コスト」とすることにより、地方公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定する指標です。 

 住民一人当たり行政コスト＝純経常行政コスト／住民基本台帳人口 

   7,071,233千円（純経常行政コスト）／9,590人（住民基本台帳人口）＝737千円 
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金額 構成比

人 件 費 1,938,367 18.4

物 件 費 3,500,984 33.2

移 転 支 出 4,734,957 44.9

業務関連費用 363,090 3.4

合　　計 10,537,398 100.0

H25性質別行政コスト

（単位：千円,％）
人件費

18.4%

物件費

33.2%

移転支出

44.9%

業務関連

費用

3.4%

Ｈ２５性質別行政コスト

金額 構成比

生活インフラ・国土保全 810,440 7.9

教 育 791,657 7.7

福 祉 4,604,196 44.7

環 境 衛 生 2,051,995 19.9

産 業 振 興 800,753 7.8

消 防 390,665 3.8

総 務 752,610 7.3

議 会 86,507 0.8

合　　　計 10,288,823 100.0

H25目的別行政コスト

（単位：千円,％）

生活インフラ

国土保全

7.9%

教育

7.7%

福祉

44.7%

環境衛生

19.9%

産業振興

7.8%

消防

3.8%

総務

7.3%

議会

0.8%

Ｈ２５目的別行政コスト

《性質別行政コスト》 

 行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストが把握できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《住民一人当たり人件費・物件費等》 

 発生主義で計上した人件費・物件費等の額を住民一人当たり人件費・物件費等とすることにより、

地方公共団体の経常的な行政活動に係る効率性を測定することができます。 

 住民一人当たり人件費・物件費等＝人件費・物件費等／住民基本台帳人口 

  ｛1,938,367千円（人件費）＋3,500,984千円（物件費等）｝／9,590人（住民基本台帳人口） 

＝567千円 

 

《目的別行政コスト》 

 行政コスト計算書では、性質別行政コストのほか、目的別の行政コストが把握できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《行政コスト対公共資産比率》 

 行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提

供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することができます。 

 行政コスト対公共資産比率＝経常費用（経常行政コスト）／公共資産 

   10,537,398千円｛経常費用（経常行政コスト）｝／33,681,724千円（公共資産）＝31.3％ 
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借方 貸方

純資産 24,220

流動負債 871
固定負債 11,617

流動資産 2,323

投資等 2,235

有形固定資産 32,150

平成２５年度

内訳

公共資産整備

国・県補助金 7,867

公共資産整備

一般財源等 18,773

その他一般財源等 △2,470

資産評価額 50

（単位：千円、％）

有形固定資産等内訳 資産額 割合

生活インフラ・国土保全 13,971,193 43.5

教育 7,221,830 22.5

福祉 1,526,283 4.7

環境衛生 5,634,831 17.5

産業振興 2,174,289 6.8

消防 98,619 0.3

総務 1,523,276 4.7

計 32,150,321 100.0

【連結会計の自律性に係る指標】 

《受益者負担の割合》 

 行政コスト計算書の「経常収益」は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額で

あるため、これを「経常費用（経常行政コスト）」と比較することにより、行政サービスの提供に対す

る受益者負担の割合を算出することができます。 

 受益者負担の割合＝経常収益／経常費用（経常行政コスト） 

   3,466,165千円（経常収益）／10,537,398千円｛経常費用（経常行政コスト）｝＝32.9％ 

 

 

７．【参考】 地方公共団体（一般会計+特別会計）貸借対照表（バランスシート）について 

  

【地方公共団体バランスシートから】 

平成２５年度末現在のバランスシートでは、資産合計が 367 億 793 万円、負債合計 124 億 8,796 万

円、純資産合計 242億 1,996万円となっています。 

有形固定資産のうち行政目的別の割合をみると、土木費である生活インフラ・国土保全費が 43.5%、

教育費が 22.5%、農林水産業費・商工費・労働費である産業振興費 6.8%、民生費である福祉費 4.7%

となっています。 

つまり道路、公園、学校施設、病院施設、下水道施設等で 7割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地方公共団体の資産形成度に係る指標】 

《歳入額対資本比率》 

  歳入額対資産比率＝資産合計／歳入総額 

    36,707,928千円（資産合計）／11,504,493千円（歳入総額）＝3.2年 
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【地方公共団体の世代間公平性に係る指標】 

《純資産比率》 

 純資産比率＝純資産総額／資産総額 

   24,219,964千円（純資産総額）／36,707,928千円（資産総額）＝66.0％ 

 

《社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）》 

 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）＝（地方債残高＋未払金）／（公共資産＋

投資等） 

  8,299,301千円（地方債残高）／｛32,150,321千円（公共資産）＋1,652,793千円（投資等）｝ 

                                        ＝24.6％ 

連結会計における、町民一人当たりのバランスシートです｡(人口 9,590人)    

資産・負債額 町民一人 比率

資産の部 １有形固定資産 32,150,321 3,352 87.6

　（１）生活インフラ・国土保全 13,971,193 1,457 38.1

　（２）教育 7,221,830 753 19.7

　（３）福祉 1,526,283 159 4.2

　（４）環境衛生 5,634,831 588 15.4

　（５）産業振興 2,174,289 227 9.8

　（６）消防 98,619 10 0.3

　（７）総務 1,523,276 159 4.1

２投資等 2,234,536 233 6.1

　（１）投資及び出資金 1,412,749 147 3.8

　（２）貸付金 60,912 6 0.2

　（３）基金等 702,339 73 1.9

　（４）長期延滞債権 125,040 13 0.3

  （５）回収不能見込額 △ 66,504 △ 7 △ 0.2

３流動資産 2,323,071 242 6.3

　（１）現金預金 2,148,446 224 5.9

　　①財政調整基金 1,050,455 110 2.9

　　②減債基金 254,755 27 0.7

　　③歳計現金 843,236 88 2.3

　（２）未収金 186,307 19 0.5

　（３）回収不能見込額 △ 11,682 △ 1 0.0

資産合計 36,707,928 3,828 100.0

負債の部 １固定負債 11,617,044 1,211 31.6

　（１）地方債 10,127,969 1,056 27.6

　（２）長期未払金 12,251 1 0.0

　（３）退職手当引当金 1,476,824 154 4.0

２流動負債 870,920 91 2.4

　（１）翌年度償還予定地方債 723,481 75 2.0

　（２）未払金 59,442 6 0.2

　（３）賞与引当金 85,774 9 0.2

　（４）その他 2,223 0 0.0

負債合計 12,487,964 1,302 34.0

純資産の部 １国県補助金等 7,867,295 820 21.4

２公共資産等整備一般財源等 18,773,081 1,958 51.1

３その他一般財源等 △ 2,470,339 △ 258 △ 6.7

４資産評価差額 49,927 5 0.1

純資産合計 24,219,964 2,526 66.0

負債・純資産合計 36,707,928 3,828 100.0

（単位：千円、％）
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金額 構成比

人 件 費 1,646,062 18.8

物 件 費 3,355,362 38.3

移 転 支 出 3,501,835 40.0

業務関連費用 257,033 2.9

合　　計 8,760,292 100.0

H25性質別行政コスト

（単位：千円,％）

人件費

18.8%

物件費

38.3%

移転支出

40.0%

業務関連

費用

2.9%

Ｈ２５性質別行政コスト

８．地方公共団体行政コスト計算書について 

 【地方公共団体の効率性に係る指標】 

《住民一人当たり行政コスト》 

  住民一人当たり行政コスト＝純経常行政コスト／住民基本台帳人口 

   6,001,444千円（純経常行政コスト）／9,590人（住民基本台帳人口）＝626千円 

 

《性質別行政コスト》 

 行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストが把握できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《住民一人当たり人件費・物件費等》 

  住民一人当たり人件費・物件費等＝人件費・物件費等／住民基本台帳人口 

  ｛1,646,062千円（人件費）＋3,355,362千円（物件費等）｝／9,590人（住民基本台帳人口） 

＝522千円 

《目的別行政コスト》 

 行政コスト計算書では、性質別行政コストのほか、目的別の行政コストが把握できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《行政コスト対公共資産比率》 

  行政コスト対公共資産比率＝経常費用（経常行政コスト）／公共資産 

   8,760,292千円｛経常費用（経常行政コスト）｝／32,150,321千円（公共資産）＝27.2％ 

 

【地方公共団体の自律性に係る指標】 

《受益者負担の割合》 

 受益者負担の割合＝経常収益／経常費用（経常行政コスト） 

   2,758,848千円（経常収益）／8,760,292千円｛経常費用（経常行政コスト）｝＝31.5％ 

金額 構成比

生活インフラ・国土保全 810,440 9.5

教 育 808,290 9.5

福 祉 3,383,320 39.7

環 境 衛 生 1,932,563 22.7

産 業 振 興 617,945 7.3

消 防 202,182 2.4

総 務 673,158 7.9

議 会 86,383 1.0

合　　計 8,514,281 100.0

H25目的別行政コスト

（単位：千円,％）

生活インフラ

国土保全

9.5%

教育

9.5%

福祉

39.7%

環境衛生

22.7%

産業振興

7.3%

消防

2.4%

総務

7.9%

議会

1.0%

Ｈ２５目的別行政コスト


